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日
越
憲
法
比
較
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
―
―
転
換
期
に
お
け
る
憲
法
と
社
会

二
〇
一
四
年
九
月
一
八
日
、
法
学
研
究
科
及
び
高
等
司
法
研
究
科
は
、
ベ
ト
ナ
ム
社
会
科
学
学
院
（
Graduate
A
cadem
y
of

SocialSciences）
と
共
同
で
、
ベ
ト
ナ
ム
の
ハ
ノ
イ
に
て
、
日
越
憲
法
比
較
を
テ
ー
マ
に
「
今
日
に
お
け
る
憲
法
論
議
：
ベ
ト
ナ
ム

と
日
本
―
転
換
期
に
お
け
る
憲
法
と
社
会
―
」（
Current
D
iscussion
on
ConstitutionalLaw
in
V
ietnam
and
Japan:In
the

Period
ofGlobalT
ransition）
と
題
す
る
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
し
た
。
開
催
に
際
し
て
は
、
平
成
二
六
年
度
大
阪
大
学
部
局

主
催
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
開
催
支
援
経
費
（
総
長
裁
量
経
費
）
に
よ
る
財
政
援
助
を
受
け
て
い
る
。

ベ
ト
ナ
ム
は
、
社
会
主
義
共
和
国
を
建
国
し
て
以
降
、
一
九
四
六
年
、
一
九
五
九
年
、
一
九
八
〇
年
、
一
九
九
二
年
の
四
度
に
わ
た

り
、
憲
法
を
制
定
（
改
正
）
し
、
最
近
ま
た
二
〇
一
三
年
一
二
月
二
八
日
に
憲
法
を
全
面
改
正
し
て
い
る
。
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
が
開
催
さ

れ
た
二
〇
一
四
年
は
、
ベ
ト
ナ
ム
に
と
っ
て
、
改
正
憲
法
を
具
体
化
す
る
憲
法
付
属
法
律
の
制
定
期
間
に
該
当
し
、
な
お
実
質
的
意
味

の
憲
法
改
正
過
程
に
あ
っ
た
。
そ
う
し
た
事
情
の
下
、
日
本
の
憲
法
状
況
に
も
強
い
興
味
関
心
が
寄
せ
ら
れ
た
こ
と
か
ら
、
こ
の
度
の

国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
の
運
び
と
な
っ
た
。

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、
福
井
康
太
教
授
と
V
o
K
hanh
V
inh
教
授
（
ベ
ト
ナ
ム
社
会
科
学
学
院
長
）
の
司
会
の
下
、
大
阪
大
学
側

か
ら
三
つ
の
研
究
報
告
（
鈴
木
秀
美
教
授
「
日
本
の
違
憲
審
査
制
の
現
状
と
課
題
」、
髙
井
裕
之
教
授
「
日
本
の
裁
判
所
の
憲
法
上
の

構
造
と
、
最
近
の
『
さ
さ
や
か
な
』
司
法
積
極
主
義
」、
松
本
和
彦
教
授
「
ナ
シ
ョ
ナ
ル
な
立
憲
主
義
の
ジ
レ
ン
マ
」）、
ベ
ト
ナ
ム
社

会
科
学
学
院
側
か
ら
二
つ
の
研
究
報
告
（
N
guyen
N
hu
Phat
准
教
授
「
最
近
の
ベ
ト
ナ
ム
憲
法
に
お
け
る
基
本
事
項
」（
出
張
の
た
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め
代
読
）、
Pham
H
uu
N
ghi准
教
授
「
二
〇
一
三
年
ベ
ト
ナ
ム
憲
法
に
お
け
る
人
権
」）
が
行
わ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
対
し
て
コ
メ
ン

ト
が
寄
せ
ら
れ
た
。

日
本
側
の
研
究
報
告
が
、
現
代
日
本
の
憲
法
問
題
を
見
据
え
、
そ
の
一
断
面
を
切
り
取
っ
て
見
せ
る
も
の
だ
っ
た
の
に
対
し
、
ベ
ト

ナ
ム
側
の
研
究
報
告
は
、
出
来
た
て
の
ベ
ト
ナ
ム
改
正
憲
法
に
焦
点
を
合
わ
せ
、
そ
の
特
徴
を
浮
き
彫
り
に
し
よ
う
と
す
る
も
の
で

あ
っ
た
。
テ
ー
マ
設
定
か
ら
し
て
、
図
ら
ず
も
両
国
の
憲
法
関
心
の
違
い
が
は
っ
き
り
と
し
た
と
い
え
よ
う
。
も
ち
ろ
ん
、
法
学
分
野

に
お
け
る
日
越
学
術
交
流
は
ま
だ
緒
に
つ
い
た
ば
か
り
で
あ
る
。
活
気
に
溢
れ
る
ハ
ノ
イ
の
街
と
同
様
、
今
後
さ
ら
な
る
交
流
の
進
展

が
期
待
さ
れ
る
。

今
回
、
差
し
あ
た
っ
て
、
日
越
憲
法
比
較
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
お
け
る
鈴
木
報
告
、
髙
井
報
告
、
松
本
報
告
の
日
本
側
（
大
阪
大
学

側
）
研
究
報
告
だ
け
を
資
料
と
し
て
以
下
に
掲
載
す
る
こ
と
に
し
た
。「
阪
大
法
学
」
掲
載
に
あ
た
り
、
ハ
ノ
イ
で
行
っ
た
報
告
原
稿

に
最
低
限
度
の
修
正
を
施
し
た
上
で
、
注
を
付
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
資
料
で
あ
る
が
、
何
ほ
ど
か
の
参
考
に
な
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

（
松
本
和
彦

高
等
司
法
研
究
科
教
授
）

資 料
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